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研究ノート
「資本体化説」と比較生産費原理
— P. ケネン「自然・資本・貿易」にかんする覚書＿
楠 貞義
はじめに
本稿＊の目的は，レオンチェフ・パラドックスの提示等を契機として，抽象度の高い純
粋理論を離れ，現実を注視しはじめた諸理論家が，近年次々と発表するに至った国際貿易
の「新理論」1)のうちで，「（キャビタル）エンボディメント説」とよばれている P.B.ケネ
ンの論文『自然，資本および貿易」 "Nature,Capital, and Trade" (Journal of Political 
Economy Oct., 1965)を， その主旨をそこなわないと思われるかぎり簡単化し， 出来る
だけ幾何学的な手法を用いて，平易な形で紹介することにある2)。そこで，本論に入るま
えにまず，ケネン論文の背最を述べておこう。
1. ケネンモデルの背景
1953年および56年に発表された有名な論文〔8〕において w.レオンチェフは， アメリ
カ合衆国のキャビタル・ボジションに関する産業連関分析の結果， 第1表 (1,2行）を
得 「国際分業へのアメリカの参加は， 資本集約的であるよりは労働集約的な生産方法へ
＊筆者は，本稿作成に先だち，原論文を，大阪市大大学院三辺セミナーで報告した。その
際，三辺信夫先生ならびに同僚林原正之氏より，多くの有益な示唆とコメントを頂いた
ことに対して，ここに謝意を表わす。
1) 「新理論」のサーヴェイは，池本清 (5,6〕，山沢逸平〔14〕，および， H.G. Johnson 
〔7〕前半の綸文等によってなされている。
2)ケネンは， 1965年の論文とほぽ同じ趣旨の論文を， より一層代数学的に展開して，
The Open Economy (1968年刊）に発表している。文献〔2〕。 私は本稿において， 同
論文も適宜に引用した。
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の特化に基づいている」1)という事実を発見した。かくて「合衆国が外国貿易にたよるの
は，合衆国の資本を節約し余剰労働を処分するためであって，その逆ではない…•••世界の
他の国と比較して，合衆国経済は相対的に資本は豊富で，労働は不足しているという広く
受け入れられている意見は誤っている」2)ということになった。
この「レオンチェフ・パラドックス」は，国際貿易論者の間に一大センセーションをま
きおこし，その後多くの学者がこれを解くために，あるいはこれを契機として，新たな理
論的・実証的努力をつみかさねてきたが，レオンチェフ自身は，このパラドックスを「他
と比べて技術が同等であるという単純でしかも根拠薄弱な仮定を捨て，代わって一定量の
資本とある割合で結びつけば，アメリカ人の1人1年分の労働は例えば外国人の 1人3年
分の労働に等しいという，もっともらしい仮定」3)を置くことによって説明した。換言す
れば，伝統的なヘクシャー・ウリーン (H-0)理論における生産関数の国際的同一性の
仮定もしくは生産要素（ここでは労働）の国際的同質性の仮定が排され，代わって国際間
には労働生産性の差が存在するというリカアド的・古典的な論点に，パラドックスの解が
求められたのであり，労働の計量単位を物理的なもの（人・年単位等）から能率単位にか
えることによって，アメリカは「資本豊富国」から「労働豊富国」に転化させられたので
ある。
レオンチェフがみずからのパラドックスに与えた解は， しかしながら，これだけではな
かった。かれは1953年の論文において「これらすべての表から直接にはわからないが，第
三の（生産）要素，もしくは，全体としてこの国の生産能力，特に世界の他の国と比べて
その比較優位を決定するところの追加的な諸要素を構成するものとして常に現われるの
は，自然資源である」4)と述べその重要性を示唆している。 しかし「この論文の中に蒐集
され，まとめられ，そして利用されてきた資本と労働に関する情報と同じように体系的で
数量豊かな情報がないために，この予備的な分析の中にこの重要な要素（自然資源）を明
示的に導入することはまだできなかった」5)のである。
1)レオンチェフ〔8〕pp. 68~9. 
2) Ibid., p. 69. 
3) Ibid., p. 70. 
4) Ibid., p. 75, 但し，原論文 (EconomiaInternazionale, Feb., 1954) p. 35により，
二，三の宇句を修正した。
5) Ibid., p. 75, 但し，原論文 pp.35~6により，ここでも二，三の字句を修正した。
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しかしながら，「より一層の理論的・実証的分析」がなされた 1956年の論文において，
1日論文では示唆されたにすぎない自然資源のもつ影響力の大きさは，副次的にではあるが
実証的に示されることとなった。第1表， 1, 2行（ ）内の計算結果がそれである。そ
こでは，もともと競争的輸入代替財産業に属してはいたが，自然資源の影響力がとくに大
きな役割を果たしていると考えられる19の産業部門6)が，総数192の部門分類から「非競争
的輸入」として特に除去されている。 このとき， （輸入競争財生産における資本／労働比
率）＋（輸出財生産における資本／労働比率）を計算すれば，除去前の値は (3,091/170) + 
(2,551/182)今 1.297であるのに対し，除去後の値は0.917に低下する。かくてアメリカは，
輸入競争財よりも輸出財の生産においてより資本集約的生産方法を用いることとなり，レ
オンチェフ・パラドックスは解消する。
「自然の果たす役割がたいへん重大で，その結果，資本／労働比率がもつ特別の意義が
第二次的な位置に追いやられる」7)というディアプ流のこうした鏃論は， J.ヴァネックに
ひきつがれていった。
資本と労働の二要素モデルに基づくレオンチェフ教授の分析を拡張して，第3の要素：
自然資源を導入したヴァネックの議論は， 1959年に発表された〔13〕。
第1表：合衆国の輸出品および競争的輸入代替品百万ドル当りに必要とされる国内資
本量・労働量および自然資源生産物， 1947年
l輸出輸入
1. 資本 (1947年価格の千ドル表示） 2,551 (2,275) 3,091 (1,854) 
2. 労働（人・年単位） 182 (225) 170 (200) 
3. 自然資源生産物 (1947年価格の千ドル表示） 340 630 
出所：レオンチェフ〔8〕p. 68, 第5-4表，および p.93, 第6-2表，計算 D.
J. Vanek 〔認〕 p. 152, 第1表。
但し，千ドル未満および人年単位コンマ以下は四捨五入。
6)その内訳は， 1. 食用獣肉とその製品， 2. 油様作物， 3. 野菜，果物， 4. その他
の農産物， 5. 水産物，狩猟， 6. 鉄鉱石， 7. 銅鉱， 8. 鉛，亜鉛， 9. ボーキサイ
ト， 10. その他の非鉄金属鉱物， 1. 原油， 天然ガス， 12. その他の非金属鉱物，
13. かん詰，貯蔵食料， 14. タバコ製造業， 15. 木材伐採， 16. パルプ， 17. 植
物性油脂， 18. 第一銅， 19. 第一金属。 (cf.レオンチェフ op.cit., p. 93および pp,
102~4) 
7) M.A. Diab 〔心 p.51. 
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かれは「自然資源」 naturalresourcesを，「抽出可能」 extractiveなものと「抽出不
可能」 non-extractiveなものの二つのタイプに分けている。抽出不可能な自然資滅は，
生産に用いられたとしても専ら地代 space-rentを生むにすぎず，国際貿易におけるその
影響力は小さいので以下の分析では捨象される。従って，ここでいう「自然資源」は抽出
可能なタイプにかぎられ，大まかに言って「原材料」 RawMaterialsと「未加工食料品」
Crude Foodstuffsが「自然資源産業」の主たる構成要素である。第1表3行の「自然資
源生産物」 naturalresource productsとは，これらの産業の生産物を指す。
さて，この第1表からも明らかなように，いまや合衆国は「自然資源生産物」の輸入国
であり8), 「アメリカの輸出財および競争的輸入財の（生産における）要素構造は，資本
なる要素の稀少性よりもむしろ自然資源の相対的な稀少性を主として反映している」9)こ
とになる。ここにおいて，パラドックスに対するレオンチェフみずからの第二の解とそし
てまたディアプの主張が再確認されているのである。
ところで，第1表をもちいて，この三つの要素：資本(K),労働(L), 自然資源生産物
(T)がそれぞれ， 輸出財／輸入競争財の生産に必要とされる比率を計算して大きい順に
並べれば，
となる10)。
L : K : T =182/170 : 2,551/3, 091 : 340/630 
与 1.07 : 0.83 : 0.54 
もしH-0モデルにおいて通常仮定されているように， 国内外にわたって需要条件に大
差がなく，各財の生産関数は共通で一次同次であるとすれば，明らかに合衆国は相対的に
労働が豊富で，自然資源が稀少であると言える。
しかしながら，このランクの中間に位置する資本は，合衆国において果たして豊富なの
か，稀少なのか，その判定はたいへん難しいところである。
「もし，自然資源なる要素が，労働および資本のいずれとも同じように代替されうるな
8)以前は，それの輸出国であったことは， J.Vanek 〔認〕 p. 151, 第2図に示されてい
る。
9) Vanek op. cit., p. 152. 
10) Ibid., p. 152, 尚， Tの比率0.54には，合衆国の「非競争的」な自然資源生産物が含
まれていない。従って，それを考慮に入れたならば， Tの値は0.54よりも一層小さくな
るであろう。
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最終需要1ドル当りの資本必要置（ドル表示）
但し x: 輸出
M: 輸入を示す。
＊資本と自然資源生産物が補完（相関）関係にあることは，右上りの平行（点）
線で示される毯い領域内に，農業部門を除けばすぺての産業が含まれる
ことによってホされる。
第1図：アメリカの国際貿易にあらわれる13の選ばれた生産物にかんす
る直接，間接の資本および資源生産物必要量， 1947年
（出所： Vanek 〔認〕 p. 153) 
らば，この国において労働は，資本と比べて相対的に豊富であると結論しうる」11)。現実
には，しかしながら，自然資源の代替関係におけるこの「中立性」は存在せず，第1図が
示すように，「資本と自然資源の必要量の間には，強度の補完性が観てとれる」12)のであ
る。換言すれば，合衆国は自然資源の稀少性を，労働ではなく資本の豊かさによってカバ
ーしていることになる。かくて，合衆国の要素豊富性のランクは， K,L, Tとなり，資
本豊富国アメリカが資本集約財を輸入する理由は，自国内での生産における資本と自然資
源の補完関係によって説明される。つまり，自国にとって真に稀少な要素である自然資源
集約財を合衆国は輸入しているのであるが，この自然資源集約財は自国内で生産しようと
すれば，資本集約的方法によって生産せざるをえず，従って結果的・付随的に合衆国は資
11) Ibid., p. 152. 
12) Ibid., p. 152. 
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本集約財を輸入することになる13)。
生産要素間のこうした補完関係は，資本と自然資源の間のみにとどまらず，資本と労働
の間にも存在することが， T.W.シュルッツ等の「人的資本」を強調する人々によって提
起された14)。
「人的資本」すなわち労働力に対する投資には， G.S.ベッカーによれば15), 学校教育
schooling, 職業訓練 on-the-jobtraining, 医療，移民，そして物価や所得にかんする情
報入手のための「投資」が含まれ，これら広範な形態の投資はいずれも，技術，知識もし
くは健康を向上させ，もって貨幣所得あるいは精神的ゆとりをたかめる。
ところで， シュルッツに従えば16)' 1)経済成長は主としてこの「人的資本」ストッ
クの増大に由来し， 2)各人の稼得能力差の大部分は，その人に投下された「人的資本」
量の差に起因している。従って，各国の賃金や俸給の構造は，主としてその国の「人的資
本」の構造如何に依存している。さらに， 3)「実体的な」 tangible資本に比べてより高
率な「人的資本」の蓄積は，財産所得に比べてより高い「勤労所得」 earningsの伸びを
第 2表：合衆国における各種の資本ストックおよび1929年~1957年間のその増加（年）
率の評価 (1956年価格の10億ドル表示）
19(219) 年 19(527) 年 成裔長率 1の9(25増)7X年加(3度額) 
1. 再生産可能な実体的富 727 
I 
1,28740 8 I 2.01 25.5 
2. 総人口に投下された教育投資 317 3.57 30.3 
3. 労働力に投下された教育投資 173 535 4.09 21. 9 
4. 男子労働者に対する職業訓練 136(但し1939年） 347 5.36 18.6 
5. 3行と 4行の和 . . . 40.5 
出所： Schultz 〔認〕 p. 6, 第1表
13)なおまた，輸送費との関連で言えば，自然資源生産物のような長距離の輸送に適しな
い商品は，合衆国のような巨大な面積をもつ国にとって，遠く離れた自国内の地方から
「移入」するよりは，隣接諸国から「輸入」する方がより経済的であるかも知れない。
Diab, op. cit., p. 50参照。
14) 「人的資本」説は， Journalof Political Economy Oct., 1962. Supplementにおい
て特集されている。
15) Becker 〔幻 p.1. 
16) Schultz 〔12〕pp● 1~2. 
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もたらす。つまり，「人的資本」の増大は，所得分配をより公平にする。
こうした重要な意味あいをもつ「人的資本」の実態は，第2表に示されている。
これより明らかに，実体的な資本ストック（第2表，第1行）と「人的資本」ストック
（同表，第2~4行）との大小関係は， 1929年と1957年の間に逆転し， さらに，「人的資
本」の成長率は，実体的な資本のそれをはるかに上回っている。かくていまや「資本」
は，従来のように「物的な」資本財のみから成るのではなく，それに加えて「人的な」資
本も含めるように．その概念が拡張されねばならない17)。
次節以下で展開するケネンモデルは，こうした「人的資本」の考え方と，上述したヴァ
ネックの議論を背景として生まれたものであって， そこでは， 「資本」は労働に投下され
るのみならず， 自然資源にも投下されるものと考えられている。換言すれば，労働と自然
資源の背後に「資本」がひかえており，それは直接には「生産過程」に入り込まないで，
他の二つの要素にエンボディ（体化）されることをつうじてモデルの作用に影響を与え
る。この点にケネンモデルの妙味があり，「（キャビタル）エンポデイメント説」なる名称
もこの辺に由来するのであろう 18)。
2. 封鎖体系におけるケネンモデルの展開
一国全体として K なる一定量の単ーで可塑的 (malleable) な中央基金を有し，かつ
N1エーカーの土地と N2人の労働者（いずれも所与でそれぞれ一国内においては均質）
を賦与された国が存在するものと想定しよう1)。さらに， これらの「自然賦存物」 natu-
ral endowment (N;, i=l,2)は， 「資本投下」を経ないかぎり生産要素として無力であ
2 
り，氏（エK;=K)なる資本が「期首」に投下されるときはじめて， N;全体として Z;単
i=l 
位の単ーで無差別な要素サーピスの一様なフローが当該期間にわたって生じ，その「資本
17)このように，「資本」を広義に解釈して「人的資本」も含めるならば， 合衆国の労働
者の高い生産性は，その国の「資本」豊富さを反映しているとも考えることができる。
従って，レオンチェフのように，合衆国労働者の高生産性から即座に，その国の労働豊
富性を結論するのは誤りであるかも知れない。
18)なお，「エンボディメント説」という呼称は，池本清〔5〕の(2),p. 45に依る。私は正
確を期するため，ケネンモデルを敢えて「キャヒ°タル・エンボディメント説」 「資本体
化説」とよぶ。
1)中央基金 (K)は malleableであるが故に，それは N1,N2の間を自由に移動でき
るものと仮定される。
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投下」は「期末」に suddendeathという形で減価するものと仮定しよう。つまり， N;
なる「自然賦存物」への氏なる投資の「寿命」を1「期間」と仮定するのである2)。
さらに次の諸仮定をおく 3)。
2-1 財 (X1,X2)および要素市場において自由競争が行なわれ，すべての要素 (K,
Z1, Z2)は完全雇用される。さらにすべての意志決定単位は完全予見をもつ。
2-2 あらゆる計算は実物単位で行なわれ，資本財価格 (Pk)がニュメレールとして用
いられる。〔Pk=1〕
2-3 すべての関数 CF,/ik, 約；j=l,2)4)は一次同次で，二次導関数まで求めるこ
とができ，各要素の限界生産力は逓減する。さらに，「生産関数」5)の要素集約度はいか
2)私は本稿において，ケネンモデルを二つの点で簡単化した。
i)まず，ケネンは各要素 (N1エーカー， N2人）について， 単位エーカー，単一労
働者当りそれぞれk1,k2なる投資が行なわれるという形でミクロ的に分析をはじめ，
しかるのちにそれらを aggregateして一国全体の分析を行なっている。しかし彼の
ように， N1エーカー， N2人がそれぞれ各国内においては均質 (uniform)であると
仮定するかぎり，ミクロとマクロの間あるいは個と全体の間には何ら本質的な差異は
存在せず，従ってわれわれのように，いきなりマクロモデルで分析をはじめても，何
らケネンの主旨をまげるものではなく，かえって推論がより簡潔になるであろう。
ii)さらに，ケネンは期首に行なわれるミクロ的投資k;が V年間の「寿命」をもち，
しかるのちに "suddendeath"するものと仮定している。ここで Vは， 利子率（割
引率） rとグロスの償却率gに依存する経済変数である。しかしながら，ケネンモデ
ルが展開されている均衡（もしくは定常）状態においては，完全予見 (perfect for-
esight)が可能とされており，この三変数を結ぶ関係式は定義式もしくは恒等式とな
り， V の経済的意味はほとんどなくなってしまうように思われる。ましてや我々のよ
うに， 専らマクロモデルで分析し均衡状態を考察するかぎり， この V を normalize
して 1とおいても理論上なんらケネン論文に抵触せず，かえって計算手続等において
簡素化が保証されることになる。ちなみに， V=1のとき g=1 +rとなり，
dg ;ar r 
g r - -= となる。 cf.Kenen (1) p. 443, 脚注 (21)。l+r 
3) P. Kenen 〔幻 p.102. 
4) pは， すぐ述べるように，「要素サービス供給関数」 (factor-servicesupply func-
tion)であり， /ikは資本財の，そして術は均財（消費財）の「生産関数」である。
私は，第 2図をえがくために， Pを一次同次の関数であると仮定した。
5)後ほど明らかになるように，このモデルにおいて K は， 「生産要素」 として現われ
N; に投下されると同時に，年々の減耗を補填するために生産され，「資本財」としての
「生産関数」をもつ。
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なる要素報酬比率の下においても逆転しない。
2-4 需要条件は所得分配の如何によって影響されず，最終消費財 (X1,X2)に対す
る需要の所得弾力性は1である。
さて，氏なる投資と， それによってひきおこされる Z;なる一様な要素サービスのフ
ローとの関係を示す「要素サービス供給関数」『は，
Z;=F(K;, Q;) i= 1 , 2 (1) 
である。ここで Q;は，このモデルにとって所与でかつ以下ではエクスプリシットに現わ
れない「外生的」生産要素を反映するものと想定する。かくして Q;がパラメーターとし
て与えられたとき「要素サービス供給関数」は簡単に，
Z戸凡(K;) i= 1 , 2 (l') 
と書けよう。ここで仮定により凡(O)=0である。また，凡の弾力性旦合/4舟を 7/;
とおき，あらたにo<布く1と仮定すれば， dZ;/dK;=F/=7J品／氏>oとなり，布を一
定とすれば， F;°=7J;(F;'K;-Z;)/(K,が呈(7/;-l)F;'/氏<oとなる。さらに簡単化のた
めに， 7J1=1J2=7Jと仮定する。第2図は，こうした関係を図示したものである。この図で，
FiをAの上位に描いた理由は，大まかに言えば，資本投下以前の状態においてこの国は
Zi 
z, 
Z,! 
K2 
第 2 図
F, 
K1 
Ki 
＊この図において， 1/1=1/2であることは，任意の直線 OP2P1とF1,F2 
とが交わる点においてひかれた各接線が同じ勾配をもつことによって示
される。つまり， Z1/K1=Z2/K2および dZ1/dK1 =dZ2/ dK2より．
dZ1 I dK1 dZ2 I dK2 古孟＝布=T/2=方孟•
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全体として，労働 (N2)にくらぺてより多量の土地 (N1)を賦与されており6),従って同
量の資本を N1とN2へ投下した場合， N1へ投下された資本の「限界生産力」の方が，
N2へ投下された資本のそれよりもつねに大きく， Z1>Z2となることを示すためである。
ところで，各国の所与の中央基金 Kのうち， Kiだけが「地主」に貸付けられ， 灌漑
や施肥等をつうじてその所有物の rentalvalueを増加せしめるのに役立ち，また K2だ
けが「労働者」に貸付けられ，みずからに訓練や教育をほどこし「熟練労働」としてより
高い収入を獲得させるのに役立つ7)。凡は，こうした「投資」と， それによる各「自然
賦存物」の生産性の上昇とを関連づける関数なのである。勿論，こうした「資本」用役に
対する報酬が「利子」であり，利子率rは，所与の中央基金からの信用供与に対する「地
主」と「労働者」の需要を，ちょうどバランスせしめる水準に落着くであろう。より厳密
に言えば， N;への限界的投資 dK;によって追加的な要素サービスのフロー dZ;が生ず
るが，このサービスの実質報酬を初とすれば， w;dZ;/dK;なる総「限界収益」がもたら
される。このうち「資本家」（「中央基金」）の取り分は，後ほど明らかになるように， 7/で
ある。従って， T/W1dZ1/dK1=1/W孤み/dK2つまり，
dZ2 /dZ1 
W1/W2=孟 2応゜rw迅 '=w迅' (2) 
が満たされるとき， K は N1,N2へ最適配分され， rは「均衡水準」にある。また，均
衡において「資本家」が得る当該期間の所得 ykIi, 
Yk=K・r 但し K=K叶 K2 (3) 
となる。
他方，「地主」や「労働者」の当該期間における所得 Y;は， それぞれの要素サービス
を売ることによって得る粗収入 w必から，期首に借り入れた氏を期末に元利一括して
返済する額 K;(1+r)を控除したものに等しい。
Y;=w;Z; ー(1+r)K; (4) 
仮定により， Z;は当該期間にわたって一様に生ずるフローであり，従って，
説=Wあ'-(l+r)=O (5) 
6)記号で示せば， Q1>Q2
・7)ここでの「資本」は，所得をひきだし，あるいはそれを引き上げるはたらきをすると
いう意味で，より広義の「フィッシャー流の資本」とみなしうる。 (H.G. Johnson 〔7〕
後半の論文参照）
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が満たされるとき，つまり，「限界収入」 W;凡’が，中央基金（あるいは「資本家」）から
の信用供与に伴う 「限界費用」 (1+r) に等しくなるまで借入と投資がなされるとき，
「地主」 (i=1)ならびに「労働者」 Ci=2)の所得巧は最大になる。
第2図に則して言えば，もし tan{J=F;'=(1 +r)/w; ならば， (5)式の条件は関数F;上
の P;点において満たされており， OK;は最適投資量を示す。このとき，第 i要素で計っ
て OZ;量の要素サービスが生ずるが，この OZ;は，信用供与に対する支払い〔(1+r) 
K;/W;)を示す Z。品と，当該要素所有者の実質所得〔巧/w』を示すOZ。jとに分かれ
る8)。そして，要素サービス供給関数凡が一定の弾力性 1/(=F;'・K;/Z;)をもつという
ことは， z。品/OZ;が一定，従ってまた Z。;Z;/OZo;が一定であるということを意味し，
「資本家」と「第 i要素所有者」との所得分配が不変にたもたれることを意味する。な
ぉ， F;'K;=TJZ;より明らかなように「資本家」への所得分配率は 1/によって示される。
かくして，各階層の所得から成る一国の国民所得 Yは，
Y=Y1+Y2+Yk 
= {w1Z1 -(1 +r)K1) + {w2みー(1+r)K2)+(K1+K2)r 
=w1Z1+w2Z2-K (6) 
となる。つまり，国民純生産 (NNP)=国民所得 (Y)は， 要素費用で計ったGNP=
(w1み十w2Z2)から，減価償却分 (K)を差しひいたものに等しい。勿論， このモデル
の前提より， この場合の減価償却には通常の実体的な資本に関するものに加えて， 「人的
資本」のそれも含まれている。
さて，各期の投資kが， (2)式を満たす形で，両部門 (N1,N2) 間に最適に配分されて
いるならば，そのとき勿論GNP=w1Z叶 w2Z2は最大となる。この最大のGNPをうみ
だすZ1とみの組合せは， W=W1/W2のその時々の値に応じて，第3図のGGのような軌
跡をえがくであろう。この grossfactor-service frontier GGが，図のように原点に対
して凹なのは， F;°く0なる条件による。換言すれば，資本Kは仮定により malleableで
はあるが，氏がより多量に投下されればされるほどZ;の産出率は逓減することに因る。
そして， この GG上の任意の接線の傾きは W=W1/W2に等しく 9), いま， 図のような
tana=wが与えられると，そのとき毎期,OZ1なる土地用役と OZ2なる労働用役とが
8)均衡においては， (4),(5)式より， Y;=w;Z;-w;F;'K; :.Z;=F;'K; 十巧/w;第2図の
記号で言えば， OZ;=OZo;+Zo;Z;,ここで， F;'K;=Zo;Z;, 従って巧/w;=OZo;
9)これの厳密な証明は， P.Kenen (1〕p. 459, 数学注 (A5)式をみよ〇
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Z2 z;I 
Z1 
第3図出所： P. Kenen臼〕 p. 445, 第2図
生みだされ，この接線と zi軸との切片 OZi*は，第 i要素で計ったGNPをあらわす。
このGNPからY(NNP)を求めるには， (6)式でも示されたように，減価償却 k を
差し引かねばならない。逆に言えば，毎期この国民経済を（少なくとも）定常状態にとど
めておくためには，この減価償却分を補填するだけの資本財が生産されねばならない。そ
こで，この資本財の生産関数を
K= /lk(Z1k, Z2k) (7) 
としよう。仮定により，この関数は一次同次であるから，オイラーの定理をもちいて
K=w1Z1叶 w2Z2k (7') 
と書きかえることができる。勿論， Z;kは資本財部門への第 i要素の投入であり，如は
その実質報酬である。
かくて， (6),(7')式より，次式が成立する。
Y=w1Z1 +w2Z2-K 
=w1CZ1-Z1k)+w2(Z2-Z2k) 
=W1Z1.+w2Z2n 
但し Z;.=Z;-Z;k i= 1, 2 
ここで， Z;nは最終消費財部門に利用可能な第 i要素の供給量を示す。
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第3図に則して言えば， GGを一定の状態に保つには一定量の資本財の生産が必要であ
るが，その資本財生産の等量曲線をKKとし，その原点をOKとしよう。 Zパ=Z;k+2'.心
の実質報酬は W;であり，競争市場においてそれは Z;kについても等しいから， KKと
GGは均衡において E点で接するはずである。このとき，第 i要素総量 OZ;のうち，
OKなが資本財生産に用いられ，残りの OZ;nが最終消費財生産にむかうことになる。
かくして， w=tanctの値をパラメーター的に変えることによって，KKをGG上に接しな
がら移動せしめるとき， KKの原点 OKはある軌跡をえがくが，それがNNであり， net
factor-service frontierとよばれる。そして，競争市場においてzikの実質報酬 W;が，
Z; のそれと等しかったのと同じ理由で， Z;nの実質報酬も Z;のそれ W;に等しく，従
って， NN上の点OKにおける接線の傾きは， E点におけるKKとGGの共通接線のそれ
に等しくなる10)。かくて，図のような w=tanctが与えられたとき， OKをとおるこの接
線と Z;軸との切片 02'.心は，第 i要素で計ったNNPを示すことになる。言うまでも
なく，矩形 OZ1nOKZ2nは， w=tanctのときの「エッジワース・ボックス」であり，W=
W1/W2が変化するとき， (2)式からも明らかなように11),K の KiとK2への配分が変
化することをつうじて， ZinとZ2nの相対的な大きさが変化する。 こうした「要素供給
の代替」をひきおこし，かつそれを制約しているのが， ZiとZ2の背後に設定されてい
るKの存在である12)。ケネンモデルの最大の特徴は，まさにこの点にあると言えよう。
{ /←図→（；:）＜竺l-----(P,l----―’ 
K→ 0 : Z,n X,=/J,(Zu, z,.) , 
(Pk~l) (r)',,. K, →国→ Z， ノiZ,n乏き豆(Z., Z.,) : 
¥ (w,)、；;¥---(P,)・------・ 
第4図：ケネンモデルの図式化
K= /Jk(Zik, Z心； Z;=F;(K;), Z;n=Z;1+Z;2; i=l,2 
＊なお，（ ）内はそれぞれ， 要素や財の「価格」を示す。点
線で囲んだ部分は，以下で明らかになるように，従来のH-
0モデルに相当する。
10)より厳密には， P.Ken血〔1〕p. 446, 脚注 (27)をみよ。
11)たとえば， w=w1/w2が上昇すれば， F2'/F1'も上昇するが，これは，第2図より明
らかなように， K1/K2の上昇をもたらす。
12)よく知られているように,H-0理論では， 要素供給は， 要素価格の変化に対して非
弾力的であると見なされている。労働苦痛（非効用）関数を導入するという，これとは
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これまでの分析を整理して，フローチャートにえがけば第4図のようになるであろう。
さてつぎに，以下の分析で用いる，国民経済全体にかんする五つの重要な比率を定義し
ておこう。
I I 第3図では
グロス要素比率 R=Z2/Z1 tanPo=Oみ/OZ1
ネット要素比率 Rn=Z2.IZ1n tanPN=OZ2,./0Z1n 
資本財部門の要素比率 Rk=Z2klZ1k tanPK=OKZ2k!OKZ1k 
X1財部門の要素比率 1 凡=Z21/Z11I 直線OPによって示される
X2財部門の要素比率 R2=Z四!Z12 直線OkPによって示される
これら最初の三つの比率の間の関係は，
R-Z2 Z2n+Z2k Zin Z2n Zik Z2k Zin Zik - ---—＋ーー＝方品十―-Rkみ Zi -Zi Zin み Zlk Zi 
両辺に
み Z1n+Zu
Z1n Z1n をかけて整理すれば，
Rn-R= (R-Rk)Zu/Z1n (9) 
従って， R,Rn, ふのうち二つの大小関係が分かれば，残る一つは一義的に関係づけられ
る。 Rk~R.=R~品（不等号同）I即
つぎに， W=血 /w2が不変という条件の下で， 「資本蓄積」が行なわれた場合，この三
つの比率に如何なる変化があらわれるか，を考察しよう。
まず， Rについて。
R=Z2/Z1より logR=logZ2-logZ1 
dR/ R=dZ2/Z2-dZ1/Z1 
ここで両辺に K/dKをかけて整理すれば，
翡・伶＝（歳岳）（翡店長）―(競羹一）（唸斎）
ところで，仮定により岳急—髪=T/2=7/1=弓急—う｝で， かつ， W=W1/W2が不変の
とき， (2)式および第2図からも明らかなように， dK(=dK1+dK2)が dK1とdK2へ
dK; K; 
配分される「限界的」比率 7万―は，「資本蓄積」以前の「平均的」比率衣:-と何ら変わ
異なった視点から「要素供給の代替性」
〔10)参照。
80 
を貿易論に組み込んだ論文として， 三辺信夫
「資本体化説」と比較生産費原理（楠）
りがない。
dK; 氏 dK; K 訟~=K ・ 訳ーK1=l
かくして，
生／些＝R K ゜
343 
UOl 
逆に言って，布=7/2なる仮定は，「資本蓄積」が行なわれたとしても， W=W1/W2が不変
であるかぎり， Z1とみが「中立的」に成長することを含意しているのである。
つぎに， Z1k,Z2kも， W=W1/W2が不変のとき，資本財生産における規模に関する収
穫不変の仮定により，「資本蓄積」ののち「中立的」成長を行ない，
吟 -I巫R,. K =O Ul 
となる。
最後に， w=w1/w2 が不変のときの翌~/号の値であるが，これは(9武を K で微
分し， UOl,Ul式を用いる13)ことによって得られる。
岱唸=CR-Rk)鸞創岳
（ ここで， w=const. → ・ガ・=唸
玄＝免ー，ゅえに）
dZtk dZin 
-Zin―-= (R-Rk)~Ki dK1 dK1 Z1k 
Z2,、 (Z叫
（ここで．岳急— =Fi'= dZ1ばぷ~Zin_,ゆえに）
=(R-Rk) z~ 瓜〔嵌Z1n―(Fi'-哉）叫
（ここで， w=const.→ 告~=稔
Z1k+Z1n=Z1, ゆえに）
Zu =(R-Rk) (Z1-K迅')年 Z2n
（ここで， 1/=F岱，ゆえに）
13) dR/dK= 0, dRkldK= 0 
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年／巫=CR-Rk)-2吟 Z2
Rn K Z1nZ2n (1-T/)― Z2 
（ここで，食＝岳，ゆえに）
=R-Rk 〔五五一〕(1-1/) 
R Zin Z2n (12) 
かくして， dK/Kで示される「資本蓄積」は，要素の報酬比率 Wが不変にとどまるか
ぎり，グロス要素比率R,および資本財部門の要素比率Rkを変化せしめない。しかし，
Rk=Rの場合を除けば，それは常にネット要素比率Rnを変化せしめ，従って，「エッジ
ワースボックス」の「非中立的」成長をもたらし， X1財と X2財の産出比率の変化をも
たらす。換言すれば， W が不変のときー要素の増加は， 当該要素集約財の産出量を絶対
的に増加させ，他財のそれを絶対的に減少せしめるという「リプチンスキー効果」14)の原
因が，ケネンモデルにおいては「資本蓄積」として明示的に設定されたことになる。具体
的に言えば，
i)品>Rのとき
「資本蓄積」によって，ネット要素比率品=Z2~IZ1n は下落し， 第3図の「エッジワー
スボックス」 OZ1n゜KZ2nは，横長になる。 さらに言えば， Rk=Z2klZu> R=Z2/ Z1 = 
(Z2叶 Z2n)/ (Z1k+ Zin)より Z叫Z1k>Z2!Z1かっ Z2/ろ>Z2n!Z狂が成立し，「資本
蓄積」後，第 i要素総量 Z;のうち，資本財部門へは第2要素 Z幻が相対的に多く投入
され，従って消費財部門へは第1要素 Zinが相対的に多く投入されることとなり， Rn= 
Z2n/Z1nは下落するのである。
i) Rk<Rのとき
いうまでもなく，「資本蓄積」によって凡は上昇し，「エッジワースボックス」は縦長に
なる。
つぎに， GNP(=Y+K)から減価償却分Kだけ控除されたNNP(=Y)は， W=
W1/W2を不変とした場合， つねにGNPよりも成長率が小さいことに注意しなければな
らない。このことは，第5図において凡が， Rk=Rの場合を除けば，非線形の軌跡を
えがくことによって容易に示されるが，より厳密に論証すれば次のようになる。 (6)式をK
で微分して，
dY W1凡1dK1十W2凡1dK2
訳= dK 
ー
14) T. M. Rybczynski, 〔11〕
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（ここで， (5)→w因=1 +r, dK1+dK2=dK, ゆえに）
(1 +r)dK 
= dK ―1 =r 
同様に
d(Y+K) 
dK =r+ 1 
ゆえに，
l dY l d(Y+K) r r+ l Kr-Y 
ーア訳― Y+K dK =ァー四K=ア(Y+K'了<o15) U3) 
以上の分析から， W が不変の場合に「資本蓄積」 が行なわれたときのGGおよびNN
の「成長径路」をえがくことができる。すなわち，第5図がそれであって，砧>R(Rk< 
R)のとき， NNの成長径路ORnは，直線ORで示されるGGの成長径路の右側（左側）
に位置し，「資本蓄積」がすすむにつれて，その勾配はよりゆるやかに（けわしく）なる。
しかも，凡とRの大小関係如何にかかわらず， NNPの成長率はGNPの成長率よりも
小さい16)。
Z2 
?
第5図： Rおよび凡の軌跡
15)この式は，ぶと R の大小関係如何にかかわらず成立する。
16)たとえばふ>Rのとき， OOKの延長線が EOKと平行な E'O'Kと交わる点を QHK
とせよ。 この O"Kは， NNPがGNPと同じ成長率をもっと仮定したときの， E'に対
応するNNPの成長径路上の点である。 しかしながら， E'に対応する Rnの実際の成
長径路上の点は O'Kであり，明らかに〇'KはQHKよりも低い成長率を示し，従って
NNPの成長率はGNPのそれよりも小さいことが分かる。
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品にかんするこうした非線形の成長径路は， U2l式からも明らかなように， i)Ri=Rkな
る条件17)と， i)O<TJく1という条件によって生ずるのである。
さてつぎに，第3図の OZ1ぷ）KZ2. で示されている「エッジワースボックス」
を検討しよう。以下の分析は，従来のH-0モデルにおけるものと何ら異ならない。
の中味
まず， Z1nとZ2nが，二つの消費財X1と涵の生産に完全雇用されるものとする。
さらに，その生産関数
ふ＝約(Z11,Z町） j= 1, 2 
は一次同次で，いかなる W=W1/W2の下においても常に
221 
211 =R1<R2-
222 
212 
(14) 
U5l 
が成立する。つまり， X1財は第1要素集約財であり， X2財は第2要素集約財であると仮
定する。閥式を，オイラーの定理を用いて書き直せば，
piふ=W1知＋四Z幻
:. X;=愕互＋閃知＝愕知(w+R;) (16) 
ここで，的はふ財の価格であり， w;/P;は第 j産業における第 i要素の実質報酬で
ある。また， Z;; は第 j産業への第 i要素投入量を示し， Riは既に定義したように，
第 j産業の要素集約度 (Z2i/Z11)をあらわす。そこで，不完全特化を仮定するかぎり，
いかなる W の下においても，
R2>凡>R1
が成立する。
さらに， US)式を用いて二財の産出比率 Qを求めれば，
ふ Pi 年 (w+R2) Rn-R1 w+R2 18) Q=---=- =P X1 凡 Z11(w+R1) R2-R,、w+R1 r1l 
が得られる（但し P=Pi/P2)。産出比率 Qと財の価格比率Pと要素報酬比率Wとを関
連づけるこの(17)式は， 1) H-0理論における Pと W との一対一対応関係をみちびくの
にも， 2) リプチンスキ一定理を導出するのにも用いられる。
17)いうまでもなく， Rk=Rのとき Rと凡の成長径路は同一直線上にかさなる。
18) 
Z12 
Z11 
Z11Z2n-Z21年 ここで， Z11Z2n―Z21年 =Z22年ーZ2,,Z12
z, 誓甕.z,,~ 岱―＿羹(;::~: しま，き zる::~z,.+z;, であることから）
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まず， (17)式においてRn,R1,R2がともに不変で，それ故Qも不変であると仮定すれば，
偲ーR1)/(R2-R.)の項が係数としてくくり出すことができ，
dQ= 0 =(羹三岱）〔dPば砂附p dw((w~!=立霜鳴））〕
となる。これを整理すれば，
dP w+R2 R2-R1 
如 w+R1=P (w+R1)2 
ゆえに
竺/dw w(R2 -R1) 
p w 三=epw=(w+R1)(w+R心 >O US) 
かくて，財の価格比率と要素の報酬比率の間には一義的な関係が存在することが分かる。
こうした関係は， Qが不変であると仮定しなくとも，第6図のようにして図解しうる
であろう。 (17)式より，
P= 
ふ/Z12w+R1 
ふ/Z11w+R2 
ここで， R;=tan(},およびふ/Z1;=sec(}は
ともに，第j財の生産関係が一次同次である
という仮定より， w=tanaのみに依存する。
つまり' (}は aだけに依存して変化する。
かくて， Pは W だけの関数となり， Pと
初の間には一対一の対応関係が存在すること
が分かる。
つぎに， W を一定と仮定し19), 閻式を微分すれば，
dQ=P w+R2 dRn!CR2-Rn)+(Rn-R1)) w+R1 (R2-Rn)2 
Z2i 
Xj 
?
Xj ,.., 
、ヽ
a, Zij 
第6図
となる。これを整理して dQ/dRnを求め，両辺にR,,/Q=Rn!(PRn―R1 w+R2 R2-R,、w+R1)をか
ければ，
dQ dR 20) ／ーー .!!..==BQRn= 品(R2-R1) >o Q 凡 (R2-R.)(R.-R1) U9l 
19) wが一定のとき， P,R1, R2はともに一定となり， U7J式の (w+R2)/(w+R1)およ
びPは係数としてくくり出すことができる。勿論， dR1=dR2=0 
:20)・：品＞凡>R1
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となり， Wが一定のとき， Rn=Z2n/Z1nの上昇（下落）は， Q=ふ/X1の上昇（下落）
をもたらす。換言すれば，ある要素の増加（減少）は，その要素を集約的に用いる財の方
に「バイアス」をもった産出量の成長（下落）をもたらす。（リプチンスキー効果）
さてつぎに，一国内での「資本蓄積」が利子率に及ぼす効果を考察しよう。これは，パ
ラメーター W の変化を伴わない「直接的」な効果と， W の変化をつうじて誘発される
「間接的」な効果とに分かれる。
まず，「資本蓄積」後， 利子率は直接的に下落することを， 簡単化のためにパラメータ
-W=W1/W2を1とし，第2図と12)式を用いて示そう。
? K; Ki 
第2'図
資本蓄積が行なわれる以前，総資本量は K=K1+K2であり， w1/W2=F2'/F1'=1が
満たされ，資本は両部門間に最適配分されていた。その後， L1K=L1K1+L1K2だけの資本
形成が行なわれたとしよう。このとき， W は不変でしかも 1に等しいという仮定から，こ
の追加的資本が両部門に最適配分されるものとすれば，「資本蓄積」後も
叫 /w2=F2'/F1'=1 
が成立しなければならない。 こうした条件は，第2'図において， Olにかわる新しい放射
線 Ol'が， FiとF2に交わる点 P1'とP2'において満たされている21)。しかも，図
より明らかなように22), このときの「資本の限界生産力」は， もとの P1, P2点におけ
21)任意の放射線と A,Aが交わる点で， F11=F21が成立することは， 1/1=1/2なる仮
定によって保証される。
22) tan(}'<tan(} 
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るそれよりも低く，従って「利子率」もそれに応じて低下するであろう。かくて，資本蓄
積は，直接的に利子率をひきさげると言えよう。
資本蓄積の効果は，しかしながら，この直接的なものだけではない。
U2l式と閥式をかけ合わせることによって，
噂妥）（需長）＝魯／誓
(R-Rk) Z1k Z2 凡(R2-R1)= -- -
R Z1n Z2n 
(1 7/) 
(R2-Rn)(Rn-R1) 
が得られる。これを整理すれば23),
dQ I dK R2-R1 l→ Z1k Z1 eQK=Q 衣~=(R-Rk) R2-Rn Rn-Rl Z云―7五 (20) 
かくて， eQKの符号は (R-Rk)のみに依存することがわかる24),いまもし， i)R>Rk 
とすれば， 両財 (X1,X2) に対する需要の所得弾力性が1であるという仮定の下で，資
本蓄積 dK/Kは， Q=ふ/X1を上昇せしめ， X2財の超過供給 (X1財の超過需要）をひ
きおこし， P=Pi/P2の上昇を結果する。逆に， i)R<ぶのとき，資本蓄積は Pの下
落をもたらす。資本蓄積にもとづく Pのこうした変化に応じて， UB)式からも明らかなよ
うに， W も変化する。
そこでまず，資本蓄積後，
i) R>品で Pの上昇をつうじて W が上昇するとき， なおも資本が両部門に最適配
分されるものとすれば，
叫 /w2=F2'/F1'
がみたされねばならない。しかも w=w1/w2の上昇によって， F2'の上昇と Fi'の下落
の少なくともいずれかが生ずるはずである25)。換言すれば， W1の相対的上昇と W2の
相対的下落に誘発されて，資本は N1部門へ「より多く」投下され， N2部門へは「より
少なく」投下されるであろう。ところが，「より多く」の資本が投下される部門 N1では
資本の「限界生産力」は低下し，「限界生産力」が上昇する部門 N2へは「より少ない」
資本しか投下されないことになり，結局，全体として資本の「限界生産力」は低下するで
23) Z2 
R =Z1, 
Rn 1 
ー ー＝一ーをもちいて。Zzn Zin 
24)・：応＞凡>R1,O<TJく1
25)資本蓄積が行なわれるかぎり， F1'の下落 (N1部門への追加的資本投下） という事
態の単独発生はあり得るとしても， F2'の上昇 (N2部門からの資本引き上げ）の単独
発生はあり得ない。
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あろう。これに応じて，利子率も低下するはずである。
i) R<Rkで Wが下落するときも全く同じ推論によって，資本蓄積による利子率の間
接的下落を説明することができる。
第2図（第2'図）に則して言えば， i)の場合の最適点は， Fi上では氏の右側， F2
上ではP2の左側に移動し， i)の場合のそれは， Fi上ではP1の左側， F2上では P2の右
側へ移動する26)。資本蓄積が大量に行なわれる場合，最適点はともに P1,P2の右側へ
移動するかも知れない。このときは言うまでもなく，両部門で資本の「限界生産力」は低
下し，利子率も下落するであろう 27)。
最後に， Rk=R=R.のとき，「資本蓄積」は Q もPも変化させず，従って， rに間接
的な影響を与えることもない。言わば，このとき経済体系は一種の「均斉成長」 balanced
growthの状態にある。こうした「均斉成長」の状態は，もしその経済が継続的に貯蓄し
それを投資にふりむけるならば，つねに達成されることを示して，この節を結ぼう。
まず， i)Rk>Rのとき，
dRn dK 
U2l式より， J?;;"/K<oとなり，資本蓄積につれて， Rn=Z2.I年は低下する。すな
わち， Z1nが Z2nに比べて増加し，需要条件に変化がないものとすれば， Z1n;巣約財X1
が超過供給となって， P=Pi/P2が下落する。⑱式より， この Pの下落は W=W1/W2の
下落をもたらす。かくて，第3図に則して言えば， w=tanaがよりゆるやかな傾きをも
つこととなり， tanPcの上昇つまり Rの上昇と，同様に tanPKの下落つまりぶの下
落とがひきおこされる。かくて， Rk=R=Rnへの収束が予想される。
i) Rk<Rのときも， Wの上昇という調整を経て，経済は「均斉成長」の状態に収束す
ることが，全く同じ推論によって示される。
3. 開放体系におけるケネンモデルと二，三の新しい結論
つぎに，外国貿易と資本移動を分析するために，ここで二国 (Iと]I)を設定し，第2
節の仮定に加えて，次の諸仮定をおく1)。
26) FiがF2の下に位置する場合も全く同様に， 資本苦積による利子率の下落を図によ
って説明できる。
27)資本蓄積にもとづく利子率の直接， 間接の下落にかんする厳密な代数学的証明は P.
Kenen (1) pp. 448~9をみよ。
1) P. Kenen 〔幻 p.115. 
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3-1 最終消費財X1と沿はともに輸送費なしで交易されるが，資本財の貿易は行な
われない。（消費財の自由貿易）
3-2 両国は各財について同一の生産関数をもち， しかも各国は両財 (X1とX2)を生
産する。（不完全特化）
3-3 需要条件は両国において同じである。
3-4 要素サービス供給関数 F;は，すべて同じ弾力性をもつ。 (17/=口=7/)
3-5 二国の「自然賦存物」は， rw=nwでかつ1r=nrであるかぎり，つねに 1R<
nRなるグロス要素比率をもたらす (I国は第1要素Z1豊富国であり， I1国は第2要
素 Z2豊富国である）。
これらの仮定の下で，ケネンモデルは通常の H-0モデルにおける周知の諸命題をもた
らすが，それと同時にいくつかの新しい結論をも結果する。
まず，周知の命題から述べれば，仮定3-1より，両国の財の価格は自由貿易によって
均等化され，仮定3-2によって， Pと W を関連づける-18式の存在と二国間におけるそ
の同一性とが保証される。かくて， 両国の要素サービスの実質報酬 W1, W2は均等化す
る（「要素価格の均等化」）。さらに，仮定3-3より，各国の産出比率 1Q,nQが分かれ
ば，貿易パターンが判別されうる。たとえば，財の価格が両国で（貿易後）共通のとき，
1Q<nQならば， 1国は X1財を輸出し， I国は X2財を輸出しているはずである。こ
うした生産構造とそれに伴う貿易パターンを生みだした原因は，言うまでもなく， 1r= 
nrでかつ 1W=nwの下での 1R<nRなるグロスの要素賦存比率の仮定 3-5であっ
た（貿易パターンの決定）。しかしながら，貿易後， A とP2,従ってまた w1とW2が
両国において等しいとき， R1, R2, wも両国で等しいから，閻式において P(w+R2)/
(w+R1)がくくり出せ，
nQ-rQ=(P-nR.-R1竺丑匂ー (P立忙逸 w+R2)
R2-nR. w+R1 島ー I品 w+R1
=P 
w十品 R2-R1 nR,.-1R,. 
w+R1 R2-nR-;; R2-1Rn 
となる。ここにおいて， (nQ-1Q) の符号によって決まる貿易バターンは， nRと 1R
の大小関係によってではなく， (nR.―I凡）の符号にもっぱら依存する2)ことになり，
もはや 1r=nrを仮定する必要もなくなる3)。かくて謡論は， 第3図に則して言えば，
2)・：巫>R1,必>JIR,,,必>rRn
3)つまり，交易される財 X1,X2の生産に利用可能な要素の賦存比率 Rnさえ分かれば，
上述の仮定の下で，貿易パターンは一義的に決定される。
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GG段階からNN段階に深化し，同時に， 1r=Ilrなる仮定が排除されることによって，
ケネンモデルを特徴づけている各国の資本蓄積度の差が，外国貿易および対外投資に及ぼ
す影響を分析することが可能となる。
資本蓄積を明示的に考慮に入れたケネンモデルから，少なくとも二つの興味ある新しい
結論が導出できる。
1)各国における資本蓄積は，直接に貿易パクーンを左右するものではないが，それぞ
れの品に影響を与えることをつうじて間接的に貿易パターンを変化させる。つまり，資
本蓄積による貿易パクーン逆転の可能性が示される。
2)ケネンモデルにおいて，自由貿易は両国の W1,W2を均等化せしめるにすぎず，利
子率は均等化されない。従って，自由貿易は要素（資本）移動の代替とはなりえず，自由
貿易と資本移動は両立することになる（マンデルの命題〔9〕の否定）。
まず，資易パクーンが逆転するケースを論ずるにあたって，初期には IlRn>I品であ
ると仮定しよう。このとき勿論， 1 国は X1 財を輸出し• I国は X2財を輸出する。しか
し，各国で資本蓄積が行なわれるかぎり，囮式より明らかなように，それぞれのネット要
素比率品は変化する。 A とP2,従ってまた W1とW2が両国において等しくかつ不
変にとどまるという仮定の下で，考えうる各国のNNの成長径路 (Rnの軌跡）は，第7
図のように描くことができ，それを一覧表にまとめれば第3表のようになるであろう。
かくして， ケース2,3,6および可能的には1,9のケースにおいて，各国が資本蓄積
を継続するとき IlRn<I品となり• I国が涵財を輸出しI国がX1財を輸出すること
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I 国 In 国 1ケース1 貿 易 ノゞ 夕 ン
R>Rk 1 なI(らRば/R，k)逆>転nの(R可/能Rk性)であ1り(d。K/ K)>n (dK/ K) 
R>Rk R=Rk 2 第7図の①点において逆転。
R<Rk 3 第7図の③点において逆転。
R>R,, 4 逆転の可能性なし。
R=Rk R=Rk 5 逆転の可能性なし。
R<Rk 6 第7図の⑧点において逆転。
R>Rk 7 逆転の可能性なし。
R<R,, R=Rk 8 逆転の可能性なし。
R<Rk ， な1(らRkばlR逆)転<のn可(R能kl性R)あでり1。(dK/ K)<n (dK/ K) 
になって，貿易パクーンは逆転する。
ただし， ここまでの推論において， W は両国共通でかつ不変であるという仮定がおか
れていたことに注意しなければならない。各国の貿易収支いかんによっては，交易条件P
が変化し，従って W も変化して，世界全体としては早晩， 第2節末に述べたような「均
斉成長」の状態にむかうものと考えられる。
つぎに，自由貿易はケネンモデルにおいて，各国の利子率を均等化せしめず，従って自
由貿易と，グローバルな生産の最適化に資する対外投資（要素移動）とは両立する，とい
う論点に議論をすすめよう。
この点は，簡単に言えば4), ケネンモデルにおける「資本」の取り扱いあるいはその位
置づけから出てくる。
ケネンのモデルでは，資本財の貿易は行なわれないが，消費財の自由貿易の結果， Wt,
W2は均等化し， 国際的に同一であると仮定されている資本財の生産関数 K=/ik(Ztk, 
Z心に投入される要素 Z;kの実質報酬 W;も均等化する。さらにまた，資本財生産の要
素集約度 Rkも国際的に同ーとなり，資本財価格PKはかくて，貿易なしでも間接的に均
等化する。従って， ケネンのいう「利子率」 rとは， この「資本財の価格」 pkから独立
4)具体例を用いた詳しい展開は， P.Ken四〔1〕pp. 452~5によって与えられている。
本稿ではこの点の紹介を割愛する。
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したものであって， 「資本の稀少性」もしくは「資本の限界生産力」を反映するもので
あると言えよう。それゆえ，消費財の自由貿易が行なわれ， W1, W2が均等化し，それに
伴って資本財価格が均等化したとしても，なおかつ国際間に資本の潤沢度の面で差があれ
ば，利子率は均等化しない。利子率は，資本の自由移動が行なわれ，国際間で「資本の稀
少性」に差がなくなったとき，はじめて均等化されることになる。
最後に， ケネンモデルは，実際の世界で目につく一人当り所得の大きな国際差に関し
て，より広範で現実的な説明を与える。
これまでの伝統的なモデルでは，各国の一人当り所得は，
名=+c鉱 +fK)=(位十,.__ _ K L 
N N 心
（但し， Y;国民所得， N;総人口， L;労働力人口， K;資本量， w;賃金，わ利潤率）
で表わされ，国際間における一人当りの所得較差は， i)L/Nつまり総人口のうちでどれ
だけが労働力人口として実際の生産にたずさわっているかという点と， i)K/Lすなわち
労働者一人当りの資本量の差にその原因が求められた。ケネンモデルによれば，所得較差
はさらに， ii)自然賦存物（土地と労働）が資本投下以前の状態においてすでにもってい
る「生来の」質的な差と， iv)自然賦存物に投下されている資本量の差によっても説明さ
れる。厳密に論証すれば，いまもし， 自然賦存物応が， mによって示される生来の質
的差異をもち，しかも要素サービス供給関数 F;が一定の弾力性 7Jをもつとすれば，
Z;=凡(K;)=r;K;"
但し， r;>o o<TJく1
でなければならない5)。このとき，各国の一人当り （もしくは1エーカー当り）の所得
Y; は，
Y; w;Z; ー(1+r)K; 
Y;=N;= N; 
（ここで， (1+r)K;=w必’氏←(5武
=w;Z; 誓 =W品TJ, ゆえに）
＝ 
W;Z;(1-7/) 
N; 
5) 上の式が成立するとき，サ急—=F;'=T;TJ幻／氏＝妬/K;で， TJ=F;'K;/Z;となり，
F; Iこかんする弾力性の条件は満たされる。
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となる。ところで，自由貿易後， I血 =n如であり， (1-7/)も仮定により両国で共通で
あるから，
型 =B立立
IYi 1Z; nN; 
が成立する。さらに， (5)式より l+r=w; 凡1=W;T;1/K;11ー1で，従って
命
ふ＝〔(1+r)/w;T;1/〕 が成立するから，
Z;=T;((1 +r)/W;T;1/〕可ーl=T/-11〔W;7J/(l+r)炉となり，
叫図）戸 I(1 +r) i!,; 退
IYi IT; { n(1 +r)} nN; 
が成立する。かくて，労働者一人当り（もしくは土地1エーカー当り）の所得較差は，各
素要の生来の質的差異（上式右辺第1項）か，あるいは右辺第2項によって示される各国
の資本濶沢度（但し，ここでの資本はすべて凡に体化される）によって説明されること
になる。
この点をもう少し敷術して，資本蓄積 Kが明示的に設定されているケネンモデルにお
けるこの Kを，「社会的な間接資本」 socialoverhead capitalであると解釈すれば，低
開発国の貧困は，その原因をこの社会的間接資本の不足に求めることができる。さらに言
えば，この社会的間接資本の労働力への投下によって「人的資本」が形成されるのである
が，低開発国の資本不足は，実体的な資本とは異なり外国からの輸入がより困難な「人的
資本」不足を結果し，これが低開発国の貧困とくに労働者一人当りの低所得を惹起してい
るものと理解できる。
さらに，ケネンモデルによれば，資本が不足していると思われる低開発国において，か
えって投資に対する収益率が低い，というパラドックスも解くことができる。すなわち，
このモデルに従えば，資本用役に対する実質報酬 rは， i)それが要素サーピスのフロー
を生みだす際の物的な限界生産物 dZ;/d氏と， i) それによって生みだされた要素サー
ピスが獲得する実質報酬叫の積の 7J倍に等しい6)。そこで，資本の配分に誤りがあっ
て，一方の要素サーピスのフローのみが不比例的に増加すれば，その要素サービスの実質・
報酬は押し下げられ，それに応じて資本の収益率も低下する。それゆえ，低開発国におい
て．「実体的な」資本ストックが多少増加したとしても，「人的資本」がそれに応じて増加
6) r=7Jw;dZ;/dK; 
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しないならば，資本の収益率はかえって下落するかも知れない。要するに，低開発国にお
けるこのパラドックスの解も， レオンチェフパラドックスに対する解と同様に． 「人的資
本」の如何に求められることになる。
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